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平成28年2月19日 

各 位 

 

会 社 名 株式会社ジオネクスト 

代表者名 代表取締役社長 足利 恵吾 

 （コード：3777、JASDAQ） 

問合せ先 取締役経営企画管理本部長 相良 明由 

 （TEL．03-6804-2831） 

 

 

持分法適用の関連会社の異動（株式譲渡）及び特別利益の発生に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社の持分法適用の関連会社である株式会社遺伝子治療研究所（以

下、「遺伝子治療研究所」といいます。）について、当社が保有する同社普通株式の全てを譲渡することを決議

いたしましたので、お知らせいたします。なお、本件株式譲渡により遺伝子治療研究所は当社の持分法適用の

関連会社から除外されるとともに、平成28年12月期連結決算において特別利益が発生する見込となりました

ので、併せてお知らせいたします。 

 

記 
 

１. 異動（株式譲渡）の理由 

当社は、平成26年5月16日にヘルスケア事業における再生医療等先端医療関連事業を開始するため、遺伝

子治療研究所を設立し、連結子会社といたしました。その後遺伝子治療研究所における研究開発資金を調達す

るため、平成27年1月13日付け「子会社の異動に関するお知らせ」にて開示しましたとおり、遺伝子治療研

究所は第三者割当増資を実施いたしました。これにより、遺伝子治療研究所における当社の持株比率は

29.23%となり、遺伝子治療研究所は当社の連結子会社から持分法適用会社となりました。 

今般、遺伝子治療研究所における研究開発には、今後とも資金と一定の時間が必要であることや、本事業に

おいて当社グループの収益力の向上を図るには中長期を要すること等を鑑みて、遺伝子治療研究所の株式全て

を譲渡することが望ましいと判断いたしました。 

 

２. 異動（株式譲渡）する関連会社の概要 

(1) 商 号 株式会社遺伝子治療研究所 

(2) 本 店 所 在 地 神奈川県川崎市高津区坂戸三丁目2番1号 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役  浅井 克仁 

(4) 事 業 内 容 先端医療技術の研究・開発及び細胞加工等の細胞医療支援事業 

バイオテクノロジー研究開発及び同支援事業 

特許ライセンス取得・管理・売買及び技術指導の仲介事業 

(5) 資 本 金 4750万円 

(6) 設 立 年 月 日 平成26年5月16日 

(7) 大株主及び持株比率 井 康彦    (43.85 %) 

株式会社ジオネクスト (29.23 %) 

佐藤 俊彦  (15.38 %) 

(8) 上場会社と当該会社の関係等 

 資 本 関 係 当社が遺伝子治療研究所の株式29.23％を保有しております。 
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 人 的 関 係 当社常勤監査役飯冨康生が遺伝子治療研究所の監査役を兼務しており

ます。 

 取 引 関 係 当該事項はありません。 

 関連当事者への該当状況 当該会社は当社の持分法適用の関連会社であります。 

(9) 当該会社の直近2年間の経営成績および財務状態 （単位：千円）

 決 算 期 平成26年12月期 平成27年12月期 

 純 資 産 17,206 16,062

 売 上 高 － －

 営業利益又は営業損失（△） △13,389 △40,691

 経常利益又は経常損失（△） △12,671 △41,531

 当期純利益又は当期純損失（△） △12,793 △41,732

 

３. 株式譲渡の相手先の概要 

(1) 氏 名 浅井 克仁 

(2) 住 所 神奈川県横浜市青葉区 

(3) 職 業 株式会社遺伝子治療研究所 代表取締役 

(4) 当 社 と 株 式 譲 渡 先 

（ 浅 井 氏 ） と の 関 係 

浅井氏は、株式会社遺伝子治療研究所の代表取締役であります。 

 

４. 譲渡株式数、譲渡価額及び譲渡前後の所有株式の状況 

(1) 異 動 前 の 所 有 株 式 数 380株 （議決権の数：380個、所有割合：29.23 %） 

(2) 譲 渡 株 式 数 380株 （議決権の数：380個、所有割合：29.23 %） 

(3) 異 動 後 の 所 有 株 式 数 0株 （議決権の数： 0個、所有割合：0.0 %） 

(4) 譲 渡 価 額 遺伝子治療研究所普通株式 19,000,000円 

 

５. 異動（株式譲渡）の日程 

 平成28年2月19日 取締役会決議 

 平成28年2月19日 株式譲渡契約締結 

 平成28年2月19日 株式譲渡完了 

 

６. 今後の見通し 

本件により遺伝子治療研究所は当社の持分法適用の関連会社から除外されます。また本件譲渡に伴い平成

28年12月期第1四半期の連結決算において特別利益（関係会社株式売却益）が約19百万円発生する見込みで

す。なお、当社個別決算の損益に与える影響は軽微であると見込んでおります。 

 

以 上 


